
２０２２年度事業報告 
 

２０２２年度は基本計画 ＲＥＳＥＡＲＣＨ 2025（以下、基本計画）の３年目として、活動

の基本方針に基づき、２０２２年度事業計画書に則り各事業を推進した。鉄道事業を取り

巻く急激な環境変化に対応し、研究開発成果のより効率的かつ迅速な創出及びより効率的

な事業運営のために、２０２２年４月１日付けで組織改正を実施した。ＪＲ各社からの負

担金収入は前年度より増加したものの、新型コロナウイルス感染症拡大前に比べて減少し

た厳しい状況が継続しており、事業運営に必要な資金を確保するため、２０２１年度の収

入と支出の差額を２０２２年度に繰り越して支出することや経費節減に努めることにより

事業運営を遺漏なく行い、各事業とも概ね所期の目標を達成した。 

研究開発事業については、４月に発足した新しい研究部、研究室体制の特徴を活かし

つつ、安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化や、鉄道事業者にとって喫緊の課題と

なっているデジタル技術による鉄道システムの革新に資する研究開発にリソースを増強し

て取り組むとともに、鉄道の脱炭素化に資する新たな分野の研究開発テーマを設定して重

点的に推進した。また、ＪＲ各社の指定による技術開発を優先的に実施した。 

「超電導磁気浮上方式鉄道技術開発基本計画」の完了年度を令和４年度から令和７年

度に延長する計画変更申請を国土交通大臣に行い、承認を受けた。 

診断指導事業については、２０２２年３月の福島県沖の地震や８月の大雨に対する被

災調査及び技術支援を始めとして、迅速かつ分野横断的に対応した。 

国際規格事業については、単年度では最多となる４件の日本提案の国際規格が発行さ

れた。ウェブ会議を活用したほか、年度途中より対面会議への参加も再開し、規格審議を

効果的に進めるとともに、日本の鉄道技術の明文化と体系化、国際規格審議で活躍できる

人材の育成などを進めた。５月には、鉄道国際規格センターの執務室の機能を国立研究所

に移転し、研究部などとの連携の強化を図った。 

運営では、公益財団法人として法令及び定款を遵守し、評議員会、理事会を始めとす

る鉄道総研の運営を遺漏なく進めた。新型コロナウイルス感染症対策として、在宅勤務な

どの感染症拡大防止を継続するとともに、感染症拡大の状況を踏まえて必要性の高い海外

出張や対面での研究発表会などを再開した。また、研究者倫理などのコンプライアンス意

識の更なる向上、情報管理やサイバー攻撃などに対する情報セキュリティ意識の向上に関

する教育・啓発に努めた。さらに、サイバー攻撃への対策として、所内ネットワークに接

続されるパソコンのセキュリティ対策を強化した。 

人材については、鉄道の現場の状況や課題を把握するため、鉄道事業者との人事交流

を積極的に実施した。研究者としての最新の知識の取得、ポテンシャルアップを図るため、

大学院博士課程への就学を支援する制度の制定などに取り組んだ。 

基本計画で計画した２件の大型試験設備の新設及び国立研究所研究棟等の建て替えに

ついては、事業運営のための資金の厳しい状況が継続することが見込まれることから、基

本計画中の着手を見送るなどとする計画の見直しについて、２０２３年３月の理事会及び

評議員会で承認を得た。 

内部統制システムの整備については、２０２１年３月３日の理事会の改定決議に基づ



き実施しており、その運用については、損失の危険の管理、分掌事項と職務権限に基づく

効率的な職務執行などを適正に実施した。また、内部監査規程を制定するなど、内部監査

の体制を強化した。 

資金収支における収入は当初計画に対し１５.４億円増の１４５.６億円、支出は当初

計画に対し２.１億円減の１２８.０億円、収入と支出の差額は１７.６億円となり、全額

を２０２３年度資金収支における収入に繰り入れた。 

 

１．事業活動 

１．１ 公益目的事業 
１.１.１ 研究開発事業 

基本計画の３年目に当たり、基本計画に掲げた研究開発に関する活動の基本方針に則

り、２０２２年４月に実施した組織改正で発足した新しい研究部、研究室体制の特徴を活

かしつつ、安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化や、デジタル技術による鉄道シス

テムの革新を目指した研究開発をスピードアップして強力に推進するとともに、２０５０

年カーボンニュートラルの実現に向けた鉄道の脱炭素化に資する研究開発などを重点的に

進めた。 

① 安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化 

頻発かつ激甚化する自然災害に対する鉄道の強靭化や鉄道輸送における新型コロナウ

イルス感染症拡大防止対策を含めた、鉄道の更なる安全・安定輸送に資する研究開発

を重点的に実施した。 

② デジタル技術による鉄道システムの革新 

デジタル技術を積極的に活用し、業務の無人化、省人化、省力化など鉄道の生産性向

上に資する研究開発成果を早期に鉄道事業者へ提供するため、信号技術研究部と情報

通信技術研究部を新設し、各々要員を増強して分野横断的に研究開発を強力に推進し

た。 

③ ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた鉄道の脱炭素化 

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、鉄道におけるＣＯ２排出量削減技

術や省エネルギー技術など脱炭素化に資する新たな分野の研究開発、及び鉄道への

モーダルシフトを促す更なる利便性向上に向けた研究開発を推進した。 

④ 総合力を発揮した高い品質の成果の創出 

鉄道の将来に向けた研究開発、鉄道事業に即効性のある実用的な技術開発及び鉄道固

有の諸課題解決と革新的な技術の源泉につながる基礎研究を、分野間を連携して推進

した。また、先進性・独創性に優れ、実用化した場合の鉄道事業へのインパクトが大

きいチャレンジングテーマを積極的に設定して推進した。さらに、ニーズが高度化・

多様化する車両技術分野の研究開発成果を効率的かつ迅速に創出するため、これまで

の車両系２研究部を統合して車両技術研究部を新設して推進した。 



研究開発テーマ件数は、鉄道の将来に向けた研究開発、実用的な技術開発及び鉄道の

基礎研究を計２７３件実施した（表１）。研究開発の目標別のテーマ件数は、安全性の向

上に関わるテーマが全体の４２％の１１６件、低コスト化が全体の３６％の１００件、環

境との調和が３１件、利便性の向上が２０件、シミュレーションの高度化などが６件で

あった（表２）。実施した研究開発テーマのうち国庫補助金を受けたテーマは６件、独立

行政法人などからの助成金による公募型研究テーマは１３件であった。 

研究開発テーマの実施に当たっては、安全性の向上やデジタル技術による鉄道システ

ムの革新に資する研究開発、鉄道の脱炭素化に資する研究開発及びＪＲ各社の指定による

技術開発など、ＪＲ各社を始めとする鉄道事業者のニーズが高いテーマについては経費を

重点的に配分する一方で、実施内容の重要性・緊急性を精査し、実験や試験の一部をシ

ミュレーションなどに置き換えること、外部能力の活用を抑えて職員が直轄で分析や解析

を行うことなどにより経費節減に努めるなど、メリハリをつけて取り組んだ。 

２０２２年度終了予定であったテーマ１２４件のうち、より一層の成果を得るために

実施項目を追加したテーマ、新型コロナウイルス感染症の影響により２０２２年度に計画

していた現地試験が未実施となったテーマなど、１０件については終了年度を２０２３年

度に繰り下げた。これにより２０２２年度終了テーマは１１４件となった（表１）。 

研究開発を効率的に進めるため、大学や他研究機関などとの連携を強化し、特にデジ

タル技術に関しては、先端的な知識やノウハウを蓄積するとともに、外部の専門的なリ

ソースを積極的に活用した。国内では、車上で測定されたデータから軌道状態の異常を検

知する低コストなモニタリングシステムの開発について、東京大学と共同研究を実施する

など、共同研究７６件、委託研究２件を実施した。海外では、ギュスターヴ・エッフェル

大学、ミラノ工科大学、マドリッド工科大学、アイオワ大学、バーミンガム大学、ドイツ

航空宇宙センター（ＤＬＲ）、ドイツ鉄道システム技術会社（ＤＢＳＴ）との共同研究８

件を実施し、職員の海外出張、海外からの訪問者受入れを再開した。また、フランス国鉄

（ＳＮＣＦ）、韓国鉄道技術研究院（ＫＲＲＩ）・中国鉄道科学研究院（ＣＡＲＳ）との

共同研究については、ウェブ会議などにより共同研究の状況報告会などを開催した。 

研究開発成果の品質向上のため、部外の学識経験者であるリサーチアドバイザー１６

人から助言を受ける研究開発レビューをウェブ会議により積極的に行った。 

研究開発の主な成果は、定期刊行物、講演会などを通じて発信するとともに、２０２１

年度に終了した全ての研究開発テーマの成果を取りまとめて公表した。 

研究開発費は、不測の事態に備えた経費の不使用などにより、負担金充当分が２３.４

億円となり、外部からの資金として、国庫補助金０.４億円及び公募型テーマの助成金  

２.３億円を含めて、２６.３億円となった（表１）。 

 

 

 

 

 

 

 



表１ ２０２２年度の研究開発テーマ件数及び研究開発費 

テーマ種別 テーマ件数（終了件数） 研究開発費（億円） 

鉄道の将来に向けた研究開発 ３６（ ２３） ７.０ 

実用的な技術開発 １１１（ ４０） ９.９ 

鉄道の基礎研究 １２６（ ５１） ９.３ 

計 ２７３（１１４） ２６.３ 

（注）研究開発費は資金収支実績。端数処理により計が一致しない場合がある。 

表２ ２０２２年度の研究開発の目標別のテーマ件数 

研究開発の目標 テーマ件数 

安全性の向上 １１６ 

低コスト化 １００ 

環境との調和 ３１ 

利便性の向上 ２０ 

シミュレーションの高度化など ６ 

計 ２７３ 

 

主な研究開発の成果は、以下のとおり。 

 

（１）鉄道の将来に向けた研究開発 

２０２２年度は、基本計画の３年目として、次の６件の大課題において３６件の研究

開発テーマを実施し、このうち２３件が終了した。 

○ 激甚化する気象災害に対する鉄道の強靭化 

○ 列車運行の自律化 

○ デジタルメンテナンスによる省力化 

○ 電力ネットワークの電力協調制御による低炭素化 

○ 沿線環境に適合する新幹線の高速化 

○ シミュレーション技術の高度化 

〔激甚化する気象災害に対する鉄道の強靭化〕 

激甚化する気象災害に対する鉄道の強靭化、特に災害時のダウンタイムの短縮を目的

として、降雨時の盛土の地下水分量の変化から安定性を評価する手法や、外部機関の風

向・風速の観測データを用いて線路周辺の風速分布を推定する手法、降雨で被災した盛土

の早期復旧・運行再開に資する判断手法などの研究開発を行った。 



「強雨災害時の土構造物の状態評価法」では、強雨で被災した盛土の状態を適切に評

価し、当該区間における迅速な運行再開判断に資するために、被災盛土や応急復旧盛土に

列車荷重が載荷した時の安定性や沈下特性を実験及びシミュレーションで把握し、盛土の

安定性を指標とした運行再開判断フローを提案した。 

〔列車運行の自律化〕 

列車運行の自律化による列車運行の省人化・省力化・低コスト化を目的として、列車

前方の画像データなどによる人物や障害物の自動検出の精度向上や、列車自ら走行進路を

設定し、転てつ機や踏切などの地上設備を直接制御するアルゴリズム、線路内や沿線の状

態情報を車上で集約して運行可否の判断を行うアルゴリズムなどの研究開発を行った。 

「線路内・沿線の支障検出技術」では、乗務員の列車前方監視の負担軽減及び将来の

自動運転への適用のために、カメラ１台とＬｉＤＡＲセンサ９台を組み合わせて、遠方の

線路内及び沿線の人物や支障物を検知するアルゴリズムを開発した。直線区間での検証試

験により、昼夜とも４００ｍ先の人物を９０％以上の確率で検知できることを確認した。

また、ＬｉＤＡＲセンサの台数を増すことで、より遠方の人物の検知性能が高まることを

明らかにし、目標とする検知性能に応じたセンサの要求性能及び必要台数を明確にした。 

〔デジタルメンテナンスによる省力化〕 

軌道や構造物、電力などの鉄道設備の異常の早期検知やメンテナンスの省力化を目的とし

て、各系統のメンテナンスデータを統合して分析するデータプラットフォームや、本プラッ

トフォームを活用した車上デジタル計測による軌道・構造物の異常検知手法、及び既存手法

では困難であった１００Ａ程度の小さな高抵抗地絡電流を検出する手法などの研究開発を

行った。 

「車上デジタル計測による軌道・構造物の早期異常検知手法」では、徒歩や列車による軌

道・構造物の巡視や検査を省力化するために、軌道に関しては、携帯情報端末を活用し、

列車動揺及び前方動画を簡易かつ高頻度に計測・撮影可能な列車巡視支援システムのプロ

トタイプを開発した。構造物に関しては、２台車検測車で得られる軌道の高低変位データ

から、橋りょうの支承部の異常（あおり）が検知できることを理論及び数値解析で明らか

にするとともに、実測データに適用して本手法の妥当性を確認した。 

〔電力ネットワークの電力協調制御による低炭素化〕 

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた鉄道におけるＣＯ２排出量削減を目的

として、外部の再生可能エネルギーの変動に応じて鉄道事業者が所有する蓄電装置の充放

電を調整するシステムや、列車遅延時に駅間の走行時分と駅停車時分を適正に配分するこ

とで消費電力量の削減と回生電力の活用を両立させる手法などの研究開発を行った。 

「スマート蓄電システムの制御法の構築」では、電力の需要と供給の不一致により電

力供給が不安定化するのを回避するために、外部電力系統における再生可能エネルギーの

発電量の変動に応じて鉄道事業者が所有する地上及び車上の蓄電装置を放電又は充電制御

し、需要を調整するシステムを構築した。提案するシステムを列車運行電力シミュレータ

に実装し、都市部の通勤線区を模擬して、複数の変電所と全ての編成に設置した蓄電装置



を制御対象としたケーススタディを行い、各蓄電装置の充電率に応じて充放電量を適切に

配分することで、目標とする需要電力量の調整が実現できることを確認した。 

〔沿線環境に適合する新幹線の高速化〕 

沿線環境の負荷低減と新幹線の高速化の両立及び冬季の新幹線の安定運行の実現を目

的として、新幹線の台車部から発生する空力音及び圧力変動の低減手法や、パンタグラフ

空力音を低減可能な実用的な舟体の製作方法、台車キャビティ内への導風により着雪を抑

制するデバイス形状の適正化、着落雪予測の精度向上などに関する研究開発を行った。 

「台車部空力音・圧力変動の低減対策」では、新幹線の台車部から発生する空力音及

び圧力変動を低減するために、台車部への跳ね上げ材の取付けや隅部丸み付け、多孔質材

貼付、アンダーカバーなどを考案して効果を風洞試験で確認し、各対策の周波数別の効果

を一覧表として整理した。本研究で提案した隅部丸み付けとアンダーカバーを参考にした

類似の対策を実装した車両による走行試験により、１～２ｄＢの低減効果が得られること

を確認した。 

〔シミュレーション技術の高度化〕 

バーチャル鉄道試験線など開発したシミュレータの活用拡大を目標として、架線・パ

ンタグラフシミュレータの所内試験との整合性の検証を行うとともに、車両運動シミュ

レータと車輪／レール転がり接触シミュレータの双方向解析システムや排雪走行シミュ

レータ、大型低騒音風洞を模擬した数値風洞の構築、材料開発のための微視的構造モデル

シミュレーションの適用拡大などに関する研究開発を行った。 

「数値風洞の要素技術の開発」では、数値シミュレーションを併用して風洞実験を高

度化・効率化するために、大型低騒音風洞の本流とその周囲の伴流の３次元的な流速分布

を測定し、それらを再現する数値風洞を開発した。また、３次元レーザースキャナを活用

した風洞実験用供試体の形状モデリング手法を数値風洞に導入し、形状の定義から計算実

行までを一貫して実施できるシステムを構築した。 

 

（２）実用的な技術開発 

実用的な技術開発のテーマは１１１件を実施し、このうち４０件が終了した。 

〔安全性の向上〕 

「架空電線が線路平行方向の電柱挙動に与える影響の解明」では、電柱の門型化など

の線路直角方向の耐震対策を実施した場合の線路平行方向の耐震性能向上のために、支線

を追加し、線路平行方向に添架されている架空電線を剛結することが、電柱の耐震性能に

及ぼす効果を、シミュレーション及び実物大設備での計測に基づき評価した。その結果、

支線の追加と架空電線の剛結により電柱の線路平行方向の固有周期が短周期化して高架橋

との共振を抑制できることから、耐震性能が向上することを明らかにした。 

「長大橋りょうの地震後即時被害推定手法の開発」では、長大橋りょうを含む鉄道路

線の地震後の早期運転再開を支援するために、長大橋りょうの地震被害を短時間で推定す

る手法を開発した。本手法は、長大橋りょうの挙動を複数の振動モードの重ね合わせで表



現し、各振動モードの応答は既開発の地震被害推定ノモグラムから算定する。実在する多

様な長大橋りょうに本手法を適用した結果、詳細な解析を行う場合には数十時間を要する

ような複雑な構造物においても、損傷部位やその程度を地震発生後の数分間で得られるこ

とを確認した。 

「車両側面カメラを用いた安全確認支援装置」では、ワンマン運転における運転士の

ホーム上の安全確認などを支援するために、車両側面カメラ映像をＡＩで処理して旅客の

車両への接近検知及び乗降人数測定をリアルタイムに行う装置を開発した。特に、配慮や

見守りが必要なお客様へ対応するため、独自データセットをＡＩに学習させ、人物の頭部、

車椅子、ベビーカー、白杖を検知可能とし、現車試験において安定して動作することを確

認した。 

〔低コスト化〕 

「潤滑油センサによる駆動用機器状態監視手法」では、気動車の故障防止とメンテナ

ンスの省力化のために、車載型油分析装置と無線通信装置で構成される、エンジン油の遠

隔状態監視装置を開発した。エンジンの台上試験による異常模擬試験及び営業車両を使用

した構内走行試験により性能を評価し、開発した装置は営業車両上で正常に動作し、エン

ジン油への異物混入による鉄粉濃度の上昇を検知できることを確認した。 

「劣化状態と水分環境に応じたコンクリート補修箇所の補修方法」では、コンクリー

ト構造物の劣化に伴う補修や再補修を適正に行うために、劣化の重要因子であるコンク

リート内の水分環境の影響を中性子イメージングなどにより検証し、構造物下面からの水

分浸透量は、ひび割れ幅が０.２ｍｍよりも１ｍｍの場合の方が少ないことを定量的に示

した。これにより、従来は、ひび割れ幅が大きいほど水分が浸透するものと考えて浸透抑

制の補修が行われてきたが、構造物の下面に大きなひび割れがある場合は、下面にはコン

クリートの剥落対策のみを行い、構造物上面からの水分浸透を抑制する補修方法が効果的

であることを明らかにした。 

「バラスト軌道の雑草管理手法」では、鉄道用地内で除草剤が使用できない範囲の雑

草防除を効率的に実施するために、新たに開発した手持ちノズルと小型スチーム洗浄機を

組み合わせた、防除効果と施工性に優れた蒸気除草装置を開発した。本装置は、雑草の枯

死に必要な加熱性能を有しつつ、水の消費量を１時間当たり７２リットルに抑えている。

現地試験により、従来の刈払いと比較して、約６０％の作業員数で作業時間が約７０％に

短くなり、１年後の大型雑草の再生株数を７０％抑制できることを確認した。 

〔環境との調和〕 

「運転状況に応じた運転支援システム」では、駅通過が主体の列車において定時性を

確保しつつ省エネ性を向上するために、推奨運転曲線をリアルタイムに予測し、隣接通過

駅までの加減速や目標速度などを運転士に提示する運転支援システムを開発した。貨物列

車を対象に本システムの試使用を行い、消費エネルギーを４～１４％程度低減できること

を確認した。 

 



（３）鉄道の基礎研究 

鉄道の基礎研究のテーマは１２６件を実施し、このうち５１件が終了した。 

〔安全性の向上〕 

「河川橋脚におけるマルチスケール洗掘解析手法」では、河川橋脚における洗掘被害

を予測して対策の判断などを支援するために、実河川の全体の流れから、橋脚周りの洗掘

による土砂の詳細な３次元挙動に至るまでを表現でき、洗掘対策工などの複雑な形状にも

対応可能なマルチスケール解析手法を開発した。本手法を用いて既往の洗掘実験の再現計

算を実施したところ、洗掘孔の形状や洗掘深の時間変化が再現できることを確認した。 

「鉄道トンネルにおける火災時熱気流の予測手法」では、トンネル内列車火災時に安

全に旅客の避難誘導を行うために、列車の在線、トンネルの勾配、枝坑の有無、自然風・

列車風の風速などが、避難の阻害要因である煙（熱気流）の伝播速度や温度上昇量に及ぼ

す影響を把握するための模型実験を行うとともに、実験結果を再現する数値シミュレー

ション手法を構築した。また、これらの結果をもとに、列車及びトンネル勾配の影響を考

慮できる、煙の伝播速度や温度上昇量の簡易な予測式を提案した。 

〔低コスト化〕 

「スタビライザによる道床横抵抗力の回復メカニズム解明と連続測定手法」では、

レール温度上昇によるバラスト軌道の座屈を避けるための夏季の保守作業の制限を緩和す

るために、１／５縮尺の模型試験を実施し、スタビライザによる道床安定作業によりバラ

ストが締固められて道床横抵抗力が回復することを明らかにした。さらに、道床横抵抗力

検査の省力化のため、軌道上を走行しながらレールを水平に加振し、水平変位振幅から道

床横抵抗力が低下した区間を連続的に把握する方法を考案し、１／９縮尺の小型模型試験

及び数値解析によって提案手法が適用できる見通しを得た。 

「ＣＢＭに適用可能な信号用電子機器の寿命予測手法」では、直接的に劣化による状

態変化を監視することが難しい信号用電子機器の状態監視保全（ＣＢＭ）を実現するため

に、使用環境のうち寿命に対して支配的な要因となる温度をセンシングし、実際の温度変

動に基づいて、逐次、余寿命を計算することで、寿命の予測精度を向上させる手法を開発

した。東京多摩地区の気温条件を例として、アルミ電解コンデンサを対象に、使用開始後

一定期間経過した時点で将来の寿命を予測したところ、温度条件として四季毎の気温に 

＋５度のマージンを見込んで安全側に設定する従来の手法では１２.７年となった。一方

で、センシング温度に基づく提案法では１５.７年となり、実態に即した寿命予測が可能

となることを確認した。 

「車輪耐久性能向上のための車輪材質の評価」では、降雨・降雪時の踏面制輪子の摩

擦係数の変化によるブレーキ力の低下を防止するために、回転試験により車輪温度が摩擦

係数に及ぼす影響を調査した。その結果、車輪と制輪子の間に冷水が介在した場合でも、

車輪温度を１００℃以上とすることで、摩擦係数の低下を回避できることが分かった。ま

た、制輪子を車輪に弱く接触させたまま走行する耐雪ブレーキ使用時の車輪温度を高精度

に予測するシミュレーション手法を開発した。これを用いて車輪に摩耗などの損傷を与え



ないよう１５０℃以下に温度を抑えつつ、車輪を適度に加熱して降雪時のブレーキ性能を

向上させる条件を、事前に設定する方法を提案した。 

〔環境との調和〕 

「電気式気動車の高効率化のための動力システム設計手法」では、エンジンと駆動装

置の間に発電機が介在することにより、エネルギー効率が低下する傾向があるハイブリッ

ド気動車や電気式気動車の効率を向上するために、エンジン効率が最大となる回転速度と

トルクの関係を明らかにし、それに基づきエンジンを効率の良い条件で制御するとともに、

効率の高い永久磁石同期発電機と組み合わせて燃費向上を図る手法を提案した。提案手法

の適用による省エネ効果を、ハイブリッド気動車を対象に試算した結果、燃料消費量を約

１割削減できる見込みを得た。 

〔利便性の向上〕 

「輸送需要を考慮した終日ダイヤ自動作成手法」では、災害時などで運行区間や乗務

員・車両数に制約がある場合の暫定減便ダイヤの作成業務の省力化のために、運行の制約

条件を踏まえた上で、運行する列車本数を最大限確保できる暫定ダイヤを短時間で自動作

成する手法を開発した。また、列車減便を事前に案内された場合の旅客行動の傾向に関す

るアンケート調査により、往路は直前の列車、復路は直後の列車に移行しやすいという傾

向を把握し、これを反映した乗車率推定手法を開発した。さらに、両手法を連携し、大都

市通勤線区での減便を想定した試計算を行い、減便による混雑を考慮して適切な余裕時分

を付加することで、遅延が生じにくい暫定減便ダイヤが作成できることを確認した。 

 

（４）試験研究設備 

１）大型試験設備の新設 

基本計画で新設を計画していた２件の大型試験設備について、新型コロナウイルス感

染症の影響などにより収入が厳しい状況が継続すると考えられることを踏まえ、地盤遠心

載荷試験装置については、基本計画中は着手せず、資金の目途がつくまで新設を見送るこ

と、高速移動載荷試験装置については、仕様変更により経費を縮小し、次期基本計画にお

いて新設を検討し、基本計画中は着手しないこととする計画の見直しについて、２０２３

年３月の理事会及び評議員会で承認を得た。 

 

２）試験設備 

既存の大型試験設備については、新型コロナウイルス感染症の影響で更新などの設備

投資を抑制したことにより、故障や機能低下による研究開発成果の品質低下などのリスク

が懸念される状況であるため、今後、優先的に整備することとし、当面の間の設備投資計

画を策定した。 

２０２２年度の研究開発に必要不可欠な試験設備の新設や耐用年数を経過し劣化が著

しく重要性・緊急性が高い試験設備の更新を行い、構造物の小型模型実験においてトンネ

ル壁面の圧力分布を測定するセンサの新設、及び車両試験装置やブレーキ性能試験機など

の既存の大型試験設備の予防保全など１５件を実施した。 



 

（５）産業財産権 

特許等に関しては、国内７０件の出願を行った。登録となった特許等は国内８３件で

あった。２０２２年度末における特許等の保有件数は、国内１,０９４件、外国７５件で、

実施契約件数は１３２件であった。 

産業財産権の出願、審査請求及び権利維持の要否の判断は、実施の見通しや実績を重

視して行った。 

 

（６）超電導磁気浮上式鉄道の技術開発 

 「超電導磁気浮上方式鉄道技術開発基本計画」の完了年度を令和４年度から令和７年度

に延長することについて、２０２３年３月の理事会及び評議員会で承認を得て、国土交通

大臣に変更申請を行い、承認を受けた。 

 

１.１.２ 調査事業 

社会、経済、技術の中長期的な動向や、鉄道の持続的発展を支える上で不可欠な脱炭

素化の技術動向に関わる調査及び分析を行い、その成果を研究開発に反映させるとともに、

ＲＲＲなどで公表した。 

２０２１年度に終了した全ての調査テーマの成果を取りまとめて公表した。 

 

１.１.３ 技術基準事業 

社会インフラの維持管理の重要性が増している中で労働力が減少していることを見据

えて、施工や維持管理の効率化などの観点を反映した基礎構造物に関する設計標準の改訂

原案の作成や、基礎・抗土圧構造物及びトンネルの維持管理に関する調査研究を進め、基

礎・抗土圧構造物の維持管理の手引きの最終原案を取りまとめた。また、鋼・合成構造物

の性能照査ツールなど、技術基準に関連した３件の支援ツールを作成した。 

２０２１年度に終了した全ての技術基準テーマの成果を取りまとめて公表した。 

 

１.１.４ 情報サービス事業 

国内外の鉄道技術情報を収集・蓄積するとともに、鉄道総研の研究開発成果や活動状

況を発信した。また、鉄道総研ウェブサイトについては、個人情報の扱い方に関する基本

方針（ウェブサイトプライバシーポリシー）に基づいて的確な運用を行った。さらに、

「鉄道地震被害推定情報配信システム」（ＤＩＳＥＲ）により、地震発生時に早期復旧な

どに資する情報を２５６件配信した。 

 

１.１.５ 出版講習事業 

定期刊行物は計画どおり発行した。鉄道総研報告、ＱＲ、Ａｓｃｅｎｔ、ＷＲＴにつ

いては、ウェブ上での電子書籍に一本化して経費を削減したが、よりタイムリーな情報発

信を可能として読者の利便性向上に努めた。一般読者向けのＲＲＲは、隔月刊として冊子

体での発行を継続し、より読みやすい紙面構成に刷新するとともに、外部有識者などとの

対談形式で鉄道総研の研究開発を紹介する記事を新規連載するなど、内容の充実を図った。



月例発表会については、名称を「研究発表会」として関連技術分野ごとに集約して５月と

９月に計４回対面で開催するとともに、ウェブによるライブ配信も併用して聴講者の利便

性を確保した。鉄道技術講座については、需要の高い基礎・概論・入門となる講座を厳選

し、ウェブを活用して１２講座を実施した。第３５回鉄道総研講演会については、「持続

可能な鉄道を支えるメンテナンス技術－検査・診断の革新－」を主題として対面で開催す

るとともに、当日収録した講演動画をウェブで配信した。 

 

１.１.６ 診断指導事業 

鉄道事業者の要請に基づき、自然災害に対する被害調査や復旧方法の提案、脱線や

レール折損、車両故障、電力設備故障などの原因調査や対策方法の提案などの技術支援に

迅速に取り組むとともに、鉄道現場での技術的課題に対する診断指導を積極的に行った。

ＪＲ各社へのコンサルティング業務は計３２８件、鉄道技術推進センター会員への技術支

援は計７４社１６６件を実施した。特に、２０２２年３月の福島県沖の地震及び８月の大

雨に対しては、分野横断的に対応した。 

 

１.１.７ 国際規格事業 

２０２２年度における国際会議は、ウェブ会議での参加を引き続き活用する一方で、

対面会議での参加を有効に活用した。 

ＩＳＯ（国際標準化機構）では、日本提案に関しては「運転シミュレータ」「車両空

調システム第３部」「運転時分計算第１部」が発行されたほか、「運転時分計算第２部」

の国際規格の開発、「レール締結装置－２軸疲労試験」の技術仕様書の開発を提案し、新

業務項目提案の投票が実施され、日本主導で開発を行うことが承認された。また、他国提

案の規格に対しては、「車両衝突耐性」や「車両火災防護」などで国際会議に参加し、日

本の意見が反映されるように協議した。 

ＩＥＣ（国際電気標準会議）では、日本提案に関しては「交流電力補償装置」が発行

されたほか、他国提案である「ＲＡＭＳ」や「鉄道車両用燃料電池」などで国際会議に参

加し、日本の意見が反映されるように協議した。 

ＵＩＣ（国際鉄道連合）では、標準化関連ウェブ会議に参加するとともに、１２件の

ＩＲＳ（International Railway Solutions）開発案件に対応した。 

 

１.１.８ 資格認定事業 

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を行った上で、鉄道設計技士試験を１０月に

東京と大阪で実施した。１,０７１人が受験し、１５３人が合格した。 

 

１.１.９ 鉄道技術推進センター 

中長期の鉄道技術推進センターの事業活動の方向をまとめた将来ビジョン懇談会の提

言及び鉄軌道事業者などのニーズを踏まえ、技術基準事業のほか、診断指導、調査、研究

開発などの事業を推進した。 

診断指導では、地域鉄道に対する技術支援を重点施策と位置付け、現地調査により道

床交換や路盤改良の工事計画に対する助言などの個別の相談に対応した。 



研究開発では「分岐器および転てつ装置の保守管理手法に関する調査研究」のほか、

近年の豪雨災害に関連した河川協議などへの活用を想定した「河川改修事業に伴う鉄道橋

りょうの対応事例に関する調査研究」など６件の調査研究を進め、このうち「踏面制輪子

の摩耗状況と車輪踏面状態の変化に関する調査研究」を終了した。 

鉄道事業の厳しい状況を踏まえ、２０２３年度においても事業を厳選して支出を絞り

込み、会費及び負担金充当額の減額について検討を行い、２０２３年３月の理事会及び評

議員会で承認を得た。 

 

１.１.１０ 鉄道国際規格センター 

日本の鉄道技術の維持・活性化とその海外展開に向けて、国、国内規格作成団体、鉄

道事業者、鉄道関連企業など関係者と緊密な連携を図りながら国際標準化活動を担う中核

的な機関としての役割を果たすため、「我が国鉄道技術の標準化に関する今後の取組」な

どに係る様々な活動を進めた。また、センター執務室の機能を国立研究所に移転し、研究

部などとの連携の強化や迅速かつ的確なセンター運営を行った。 
鉄道技術標準化調査検討会を中心とする各種の検討会において、日本の鉄道技術の明

文化と体系化、ＲＱＭＳ（鉄道品質マネジメントシステム）認証への対応策の検討などを

進めた。 
国際規格審議で活躍できる人材を育成するため、国際規格に関わる職員を対象として、

実際の国際規格審議などへの参画を活用したＯＪＴや、過去の審議や取組などで得たナ

レッジなどを活用した自作教材を用いたグループワークを実施した。また、規格開発に係

る経験やノウハウを体系的に収集・整理する取組として、過去の報告書などの整理を継続

して進めた。 
海外機関との連携については、ＣＥＮ（欧州標準化委員会）、ＣＥＮＥＬＥＣ（欧州

電気標準化委員会）などと情報交換会を開催した。 
会員との意見交換では、鉄道国際規格センターの事業に関する戦略・計画を検討する

ために設置されている国際標準化戦略・計画会議において、規格開発の方向性、人材育成

の今後の方針などについて議論した。また、会員連絡会において、事業計画や収支予算な

どを報告した。 
２０２２年度の対面開催の国際会議への参加状況及び２０２３年度の参加見込みを踏

まえ、２０２３年度における会費及び負担金充当額の減額について検討を行い、２０２３

年３月の理事会及び評議員会で承認を得た。 

 

１.１.１１ 国際活動 

鉄道総研の国際プレゼンス向上や共同研究推進のため、職員の海外出張・派遣、海外

からの訪問者受入れなどの人的な往来を徐々に再開した。 

ＳＮＣＦ、ＫＲＲＩ・ＣＡＲＳとの共同研究については、ウェブ会議などにより共同

研究の状況報告会などを開催した。ギュスターヴ・エッフェル大学との共同研究では、対

面での意見交換をフランス及び日本で行った。ミラノ工科大学との共同研究では、より効

率的に進めるため実習生を受け入れた。 

２０２２年６月に英国で開催された第１３回世界鉄道研究会議（ＷＣＲＲ ２０２２）



を、主催者である英国鉄道安全標準化機構（ＲＳＳＢ）及びバーミンガム大学と協力して

運営した。鉄道総研から２２人が参加した。 

日本の鉄道システム・技術の海外展開に寄与するとともにアジア地域との連携を進め

るため、シンガポール陸上交通庁（ＬＴＡ）及び香港鉄路有限公司（ＭＴＲ）との情報交

換会をウェブ会議により実施した。 

英文広報誌Ａｓｃｅｎｔについては、電子発行とし、英語版ウェブサイトを通じて鉄

道総研の活動を発信した。 

 

１．２ 収益事業 

独立行政法人からの整備新幹線の地震防災システム構築及び関連調査研究、公営・民

営鉄道からの車両部材の材質調査と研修講師派遣、ＪＲ各社からの地震計の製作・試験、

鉄道事業者以外の民間からの各種機器・部材の試験と大型低騒音風洞試験など、全体で 

４５４件の受託を実施した。前年度からの継続案件のしゅん功及び大型案件の受注を含む

受託件数の増加により、特許実施許諾収入などを含めた収入は２７.１億円で、目標２０.０

億円に対し、７.１億円の増であった。 

収益事業の推進に当たり、ウェブ会議などを活用した個別マーケティングを実施し、

鉄道事業者のニーズの高いＤＸに資する鉄道総研の実用技術などを紹介した。プロモー

ション活動では「鉄道技術展・大阪」に出展したほか、信号分野、構造物分野などのウェ

ブセミナーに加え関連する分野を取りまとめた対面式の技術交流会を４回開催した。 
 

２．運営 

公益財団法人として法令及び定款を遵守し、評議員会、理事会を始めとする鉄道総研

の運営を遺漏なく進めた。 

 

２．１ コンプライアンス 

公益通報者保護制度に関する法令の改正を受けて、規程を制定するとともに、職員に

対して説明会を実施し周知した。また、職員に対する階層別研修や室課ミーティングなど

により、研究者の倫理意識の向上及び定着に努めた。 

 

２．２ 情報管理 

階層別研修において、情報管理規程の内容や運用上の留意点を改めて周知・指導する

とともに、最新のサイバー攻撃について解説し、セキュリティ意識の向上を図った。また、

サイバー攻撃への対策として、所内ネットワークに接続されるパソコンのセキュリティ対

策を強化した。 

 

２．３ 人材 

中長期的に重点を置く技術分野や技術断層の防止に必要な人材として１６人を採用し、



研修を行った。２０２３年度採用では、１８人を内定した。さらに、２０２４年度採用に

向けては、従来の新卒採用に加え、既卒採用や中途採用を対象に拡大することとし、取組

を開始した。また、インターンシップの実施などにより、学生の鉄道総研の事業活動に対

する理解を深める取組を推進した。 

鉄道の現場の状況や課題を把握するため、鉄道事業者との人事交流を積極的に行い、 

ＪＲ各社を中心に延べ８６人（うちＪＲ各社へは３６人）の職員出向を行い、延べ１１５

人（うちＪＲ各社からは７４人）の出向受入れを行った。その他の機関との間では、国土

交通省などへの出向を行い、国土交通省、民鉄、鉄道関連メーカーなどから出向受入れを

行った。 

技術継承を円滑に進めるため、ＯＪＴを着実に実施するとともに、階層別研修などを

実施し、継続的に職員の能力向上に努めた。また、国際的に活躍できる人材を育成するた

め、ギュスターヴ・エッフェル大学などとの共同研究を進めるとともに、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の状況を踏まえ、必要性の高い海外出張やＵＩＣへの派遣などを厳選して

実施した。研究者としての自己啓発、専門知識の蓄積を図るため、資格取得（博士、技術

士など）や学・協会活動などを奨励するとともに、新たに博士取得のための就学を支援す

る制度を制定した。博士は新たに６人が取得して２０１人となった。技術士は新たに２人

が登録して１０３人となった。委嘱により８人が大学の客員教員に、３７人が非常勤講師

に、それぞれ就任した。 

 

２．４ 働きがいを持てる職場創り 

職場の安全衛生、メンタルヘルス、次世代育成支援及びハラスメント防止などへの取

組を通して、職員のモチベーションを高め、心身ともに健康で安心な働きがいを持てる職

場創りと、自由闊達に議論できる風通しのよい風土の醸成に努めた。次世代育成支援では、

法令の改正を踏まえつつ育児休業制度及び子の看護休暇制度を改正した。また、新しい働

き方、価値観、行動様式にマッチし、職員が柔軟で生産性の高い働き方を選択できるよう

テレワーク規程を改正した。 

 

２．５ 設備等 

一般設備については、安全・老朽対策として特高配電設備の更新を継続実施し２０２２

年度は特高変圧器の更新を行ったほか、車両実験棟の漏水対策工事などを行った。また、

ＣＯ２排出量削減と再生可能エネルギー導入拡大のため、東京都の助成金制度を活用し、

実験棟屋上に太陽光発電パネル（２００ｋＷ級）を新設した。 

国立研究所研究棟等の建て替えについては、厳しい収入状況や、計画時点以降に完了

した耐震補強工事の効果、今後の生産性の高い多様な働き方の検討・導入の必要性などを

踏まえ、基本計画中は着手せず、次期基本計画の期間中に建物の用途、機能、規模、工事

費などを改めて精査の上、建て替えの詳細を検討していくこととする計画の見直しについ

て、２０２３年３月の理事会及び評議員会で承認を得た。 

 



２．６ 組織・要員 

鉄道事業を取り巻く急激な環境変化に対応し、研究開発成果のより効率的かつ迅速な

創出及びより効率的な事業運営のために、要員数を基本計画の５５０人から５３５人とす

る組織改正を２０２２年４月１日付けで行った。 

研究部などの要員は、デジタル技術の活用による鉄道の生産性向上などの重点的に実

施する研究開発分野を増強する一方で、車両技術分野については機械系と電機系の研究開

発を一体的に行うこととし効率化した。また、国際規格審議などの促進のための要員を増

強した。一方、研究開発を支援する要員については、業務を効率化することにより減じた。 

 

２．７ 新型コロナウイルス感染症への対応 

「新型コロナウイルス感染症対策会議」において、新型コロナウイルス感染症拡大の

状況や国・自治体の要請、社会動向を踏まえつつ、迅速かつ適切に対応した。具体的には、

在宅勤務やウェブ会議などを引き続き推進する一方、必要性の高い海外出張などを再開した。 

感染症拡大防止の観点から来訪者の受入れを大幅に制限したため、国立研究所及び米

原の風洞技術センターへの来訪者数はそれぞれ１１５人と２０人となった。一般公開につ

いては、国立研究所は、近隣地域の小学生と保護者を対象とした設備見学会を実施し、 

１３１人が訪れた。一方、風洞技術センターは、地元自治体の行事への協力として一般公

開を実施し、約７,０００人が訪れた。 

 

２．８ 内部統制システムの整備及び運用状況 

「理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他一般

財団法人の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」

（内部統制システムの整備）については、２０２１年３月３日の理事会の改定決議に基づ

き実施している。また、内部監査規程を制定するなど、内部監査の体制を強化した。 

運用状況については、新型コロナウイルス感染症などの事象に対する損失の危険の管

理、分掌事項と職務権限に基づく効率的な職務執行などを適正に実施した。 

 

２．９ 収支 

資金収支における収入は、２０２１年度から繰り越した収入と支出の差額が見込みよ

り増加したことや、補助金等収入の増加などにより、当初計画に対し１５.４億円増の 

１４５.６億円となった。 

支出は、事業全般について一層の経費節減や、事情により２０２２年度使用予定を次

期に繰り越すこととなったものなどにより、当初計画に対し２.１億円減の１２８.０億円

となった。 

収入と支出の差額は１７.６億円となり、全額を公益目的事業の運営を遺漏なく行うた

めに２０２３年度資金収支における収入に繰り入れた。  



 

理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

その他法人の業務の適正を確保するために必要なものとして 

法務省令で定める体制の整備 
２０１１年３月９日 制定 
２０２１年３月３日 改定 

１ 理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）法令及び定款に適合した職務執行を行うための指針となる「コンプライアンス行動

指針」を策定する。コンプライアンス推進に関する規程類を整備するとともに、コン

プライアンス推進を所管する部門を設置し、体制の推進・強化を図る。 
（２）ハラスメント防止に関する規程類を整備するとともに、相談窓口を設置し、ハラス

メントの防止と対策の強化を図る。 
（３）反社会的勢力との関係遮断のため、不当要求には一切応じず、外部の専門機関と緊

密な連携関係を構築する等、必要な体制を整える。 

２ 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１）理事の職務の執行に係る文書は、法令及び定款に従い、必要な規程類を整備し、適

切に保存及び管理する。理事及び監事は、必要に応じて常時これらの文書を閲覧でき

ることとする。 

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）リスク管理に関する規程類を整備するとともに、大規模な災害、感染症の流行、労

働災害、成果物の瑕疵などが発生した場合は、経営トップが適切に関与しつつ迅速な

初動体制を構築し、情報の収集及び迅速な対応並びに事業の継続が図れるよう、危機

管理体制を構築する。 
（２）法人内における法令違反、研究活動上の不正行為、情報漏洩、不祥事などの法人の

運営に重大な影響を与えるリスクに対して、事項発生防止のための規程類を定めると

ともに、職員に対して必要な教育を行う。 

４ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）必要な規程類を整備し、各部門の分掌事項と職務権限を明確に定めて効率的な業務

体制を整える。 
（２）法人の将来の方向性を示すビジョンや、ビジョンを実現するための実行計画として

法人の事業活動に関する基本計画を定め、これらに基づいた事業の推進及び進捗状況

のトレースを行う体制を確立する。 

５ 職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）職員に対して、「コンプライアンス行動指針」、コンプライアンス推進に関する規

程類などを定期的な教育により周知徹底するとともに、これを遵守させる。 
（２）職員に対して、ハラスメント防止に関する規程類などを定期的な教育により周知徹

底するとともに、これを遵守させる。 

別 紙 



（３）内部監査などを所管する各部門は、必要な監査を適正に実施し、その結果を速やか

に理事に報告するものとする。 

６ 監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する

事項 

（１）監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合、監事は、理事長と協議

の上、その職務の執行において必要がある担当職員に臨時に監査に関する業務を行わ

せることができることとする。 

７ 監事の職務を補助すべき職員の理事からの独立性に関する事項 

（１）前項の担当職員は、監事が指名し、監事の指揮命令に基づいて業務を行い、理事及

び他の職員からの指揮命令を受けない。 

８ 監事のその職務を補助すべき職員に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（１）第６項の担当職員に対して、監事の職務を補助するために、監査への同行や重要な

会議に出席する機会などを確保する。 

９ 理事及び職員が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制 

（１）理事及び職員は、法令、定款及び規程類に違反する重大な事実を発見した場合は、

速やかに監事に報告する。 
（２）理事及び職員は、定款及び規程類に定められた事項のほか、監事から報告を求めら

れた事項について速やかに監事に報告する。 
（３）重要な文書は、監事に送付又は回覧するものとする。 

１０ 監事へ報告をした理事及び職員が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制 

（１）前項の報告等をした理事及び職員は、当該報告等をしたことを理由として不利な取

扱いを受けない。 

１１ 監事の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

（１）監事がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償還、負担

した債務の弁済を請求したときは、定款及び規程類に基づいてその費用等を負担する。 

１２ その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１）監事は、理事及び会計監査人と定期的に意見交換を実施する。 
（２）監事は、重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べることができることとする。 
  



２０２２年度事業報告の附属明細書 
 

２０２２年度事業報告については事業報告に記載のとおりであり、一般社団法人及び

一般財団法人に関する法律施行規則第６４条が準用する同規則第３４条第３項に規定する

「事業報告の内容を補足する重要な事項」はない。 
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